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研究成果の概要（和文）：本研究では、多国籍企業による特許管理とそれが国際的な技術移転および研究開発に
与えた影響を、第2次世界大戦以前の電機・エレクトロニクスメーカーの事例分析を通して考察した。その結
果、特許管理は、国境を超える技術と知識移転のみならず、企業の境界をまたぐ取引をも制御・統制しているこ
とが明らかになった。また、特許管理部門は企業内外における技術と知識の流れをグローバルな規模で組織化
し、研究開発を促進する役割を果たしていることも明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study examines patent management of multinational enterprises and its 
impact on international technology transfer and research and development, through case studies of 
pre-World War II electrical and electronics manufacturers. The results revealed that patent 
management controls and regulates not only cross-border technology and knowledge transfers, but also
 transactions across corporate boundaries. It also became clear that the patent management 
department plays a role in organizing the flow of technology and knowledge within and outside the 
company on a global scale and facilitating research and development.

研究分野：経営史
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研究成果の学術的意義や社会的意義
特許管理は、技術と知識の流れをグローバルな規模で組織化し、研究開発を促進する役割を果たしている。この
ような特許管理の機能の発見は、イノベーション研究に独自な視点から貢献するものである。また、企業は新規
に財やサービスを創出しイノベーションを主導するために、自社の企業特殊的技能と、社会の技術や研究成果を
結びつけなければならない。本研究が明らかにした、技術や情報の流れを組織化し研究開発を促進するという特
許管理の機能は、今まさに企業が必要としているものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
知的財産制度は、企業の経営発展やイノベーションに重要な役割を果たしている。知的財産制
度がイノベーションに果たす役割の探究はこれまで、主に経営学以外の領域においてなされて
きた。たとえば後藤・長岡（2003）は、イノベーションを促進するためにはどのように制度設計
すべきであるかという問題意識のもと、知的財産制度が研究開発に与える影響を分析している。
また、隅蔵（2008）も知的財産権の保護の強さと公共性をどのようにバランスさせるかという論
点から適切な制度設計を論じている。これらの研究は、制度面に焦点をあてており、イノベーシ
ョンを促進する主体である企業の取り組みについては必ずしも十分な注意が払われていない。
他方、経営学領域においては、Granstrand（1999）や永田（2004）が知的財産戦略と組織構造に
ついて考察しているが、先行技術の調査、出願、保護、権利行使、ライセンシングといった実務
や、従業員との職務発明契約や秘密保持契約までを含んだ知的財産マネジメントの内容には踏
み込んでいない。知的財産制度とイノベーションの間には企業による管理（マネジメント）とい
う媒介が存在しており、制度とアウトプットであるイノベーションの関係の中に管理という変
数を加えることにより、より有効に制度の役割が把握できると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、知的財産制度の中でも発明を保護する特許制度（実用新案制度を含む）に焦
点を当て、企業による特許管理がイノベーションに与えた影響を考察することである。その際、
本研究は特許管理を西村（2016）に沿って「特許制度を利用して利潤の最大化を図るために、人
をして権利・技術・情報などを制御・統制せしめること」と定義する。 
目的を達成するため、本研究では、特許管理が国際的な技術移転と研究開発に対していかなる
影響を与えたかを明らかにした。1883 年に締結された工業所有権保護同盟条約（パリ条約）の
下で、多国籍企業は国境を越えて技術を移転し、国際的な研究開発体制を構築した。アメリカ特
許データを分析した Cantwell（1995）は、すでに 1930 年代には国際的な規模で研究開発活動が
行われていたことを明らかにしている。しかし、同研究においても、特許管理が国境を越えた技
術移転や現地の研究開発に果たした役割については明らかにしていない。本研究では、特許管理
がいかに国境を越えた技術移転を規制・促進したか、企業の内部において特許管理がどのように
形成・発展したのか、国際的な特許管理組織が現地の研究開発にどのよう影響を与えたかを明ら
かにした。 
 
３．研究の方法 
本研究では、事例分析・歴史分析の手法を用いて、多国籍企業による特許管理とそれが国際的
な技術移転および現地の研究開発に与えた影響を明らかにした。分析対象とした企業は、複数の
国で同時進行的に研究開発が推進された電機・エレクトロニクス分野の企業から選択した。具体
的にはイギリス・マルコーニ社、アメリカの RCA（Radio Corporation of America）、RCA の親会
社の一つであった米ゼネラル・エレクトリック社（GE）を分析対象とした。分析は次の 3つの側
面から行い、各企業の特許管理を叙述する際には各分析結果を総合した。 
（1）各国特許書誌データを用いた国際的技術移転の分析 
 アメリカ、イギリスの特許書誌データを用いて、各社による国際特許出願の規模と技術分野を
明らかにした。同時に、企業の特許台帳を用いてグローバルな特許出願とその管理を明らかにし
た。前者については、インターネット上で公開されている欧州特許庁のデータベース Espacenet
を用いた。後者についてはオックスフォード大学ボドリアン図書館に所蔵されているイギリス・
マルコーニ社の特許台帳を用いた。 
（2）研究開発の分析 
 イギリス・マルコーニ社および RCA における研究開発については、上記（1）と同様に各国の
特許書誌データを用いて研究開発の規模と特徴を明らかにした。加えて、各社の関連文書館に所
蔵されている経営史料を分析することによって、エンジニア個人レベルでの研究開発の実態を
明らかにした。また、研究開発組織および研究開発の管理体制についても、各社の経営史料を分
析することによって明らかにした。 
（3）国際的な特許管理の分析 
 上記（1）の各国の特許書誌データを分析すると、それぞれの特許がどのように出願されたか
を明らかにすることができる。発明がなされたとき、その情報がどのように伝達され、誰によっ
て出願の可否が決定され、どのように出願されたのか。そして技術情報をどのような手段と組織
を使って遠隔地の研究開発拠点に伝達したのか。主として特許部門の組織と役割を分析するこ
とによって、国際的な研究開発の促進に果たした特許管理の役割を機能的に明らかにした。特許
管理の分析にあたっては、オックスフォード大学ボドリアン図書館（英国オックスフォード）、
ハグリー博物館・図書館（アメリカ合衆国デラウェア州ウィルミントン）、東京大学社会科学研
究所図書館において資料調査を行った。 
 



４．研究成果 
（1）イギリス・マルコーニ社の国際特許出願と技術移転 
1918 年までのイギリス・マルコーニ社の事例を取り上げ、マルコーニ社の無線通信ビジネス、
それに影響を与えた技術開発、国際競争、そして特許管理の展開について明らかにした。無線通
信は送信側と受信側の双方に技術が必要であり、長距離通信の場合はもとより、船舶無線であっ
ても、国境を越えた技術移転および国際的な特許管理が必要となる。また、無線通信ビジネスは
地政学的・軍事的な影響を受ける。創業者ググリエルモ・マルコーニは事業を行うにあたって技
術システム、特許、地政学的戦略の必要性を理解しており、マルコーニ社の事例は、国際技術移
転と特許管理の一つの典型であるといえる。 
研究により明らかになったのは次の 3点である。第 1に、創業者マルコーニおよびマルコーニ
社の特許出願は当初からグローバルな範囲で行われていたことである。1896 年から 1910 年の期
間において、マルコーニ社はイギリス帝国の 47か国・地域を含む 77か国・地域に対して特許出
願を行っていた。イギリスに出願された発明は 93件であり、そのうち 57件が国境を越えて出願
されたのであるから、国内特許に対する国際出願された特許の割合（国際出願比率）は 62％と
高かった。1911 年から 1918 年までの期間では、同様にイギリス帝国の 53 か国・地域を含む 86
か国・地域に対して特許出願を行っており、国際出願比率は 57％と高い水準を維持していた。 
第 2に、このようなマルコーニ社の国際特許出願のベクトルは、無線通信がもつ外部性に加え
て、創業者マルコーニが 20 世紀初頭のイギリスを本拠地として、イギリス政府の帝国政策と協
力し、あるいは海底ケーブル利害関係者に抵抗されながらも、船舶無線通信事業を行いつつ長距
離通信事業への展開を目指していたことを示している。同時に、マルコーニ社の特許出願は、国
際市場におけるドイツのテレフンケン社などライバルとの競争にも規定されており、アメリカ
やドイツなど大規模な市場を有する国に国際的な特許出願を集中させていた。 
第 3 に、マルコーニ社の国際的な特許出願は、1912 年になると特許管理部門によって組織的
に管理されるようになった。特許管理部門は、アメリカ企業のように特許出願業務を内部化して
いるわけではなく、ロンドンの特許代理人など専門家の知識を外部市場から得ていた。しかし、
無線通信市場において競争優位を維持するためには、主要国の特許情報を収集し制御・統制する
機能を内部化する必要があった。特許管理部門が業務の対象とするのは、マルコーニ社の通信網
構想と同じくグローバルな範囲であり、ロンドンを中心として特許と情報のやり取りを行い、無
線技術の世界的な伝播に関与していた。 
 
（2）特許管理部門間連携と国際技術移転 
 多国籍企業が国境を越える知識移転をどのように組織したのか、彼らはどのような知識を世
界的に広げグローバル経済の成長を促進したのかという論点に対し、GE と東京電気との間の知
識移転組織に関する事例研究を行った。具体的には、両大戦間期の GEと東京電気を対象として、
どのような組織単位が国際的な知識移転に関与したのか、両社間においてどのような知識が移
転されたのかを明らかにした。 
GE の外国進出の形態は、アメリカ電気機械産業のヨーロッパに対する相対的な地位によって
規定されていた。19 世紀から 20 世紀初頭にかけて、電気工学の主な発見やイノベーションの震
源地は、アメリカというよりもむしろヨーロッパであった。成長する巨大市場であるアメリカに
おいて事業を進める GE にとっては、完全所有子会社を外国に設立して事業を拡大するのではな
く、工業国の主要電機企業に少数株式投資を行い特許交換の協定を締結し、知識のグローバルな
流れを管理することが利潤獲得のための課題となった。GE は 19 世紀末からイギリスの BTH
（British Thomson-Houston）やドイツの AEG と国際特許管理契約を締結し、第 1次世界大戦後
には東京電気とも同様の契約を締結し、知識移転のグローバルネットワークを拡大した。 
知識移転のネットワークをより詳しく見ると、ニューヨーク州スケネクタディにある IGEC
（International General Electric Company, Inc.：GE の 100％子会社）の特許部と各電機企業
の特許部（東京電気特許課）との間で知識移転のためのチャネルが形成された。そのチャネルを
使って交換され共有された情報の一つは発明と考案に関する情報であった。技術移転はもちろ
ん、国境を越えた技術者の交換なども必要であったが、特許課を媒介してやり取りされる技術情
報は、東京電気の技術開発をも刺激し、経営拡大に大きく貢献した。また東京電気が外国から得
る発明・考案に関する情報は、GE のエンジニアが開発したものだけではなく、GE が提携を行っ
ているオランダの NV フィリップス社やドイツのオスラム社のものも含まれていた。さらに特許
部門間の情報チャネルでは、権利行使に係る審判や裁判の情報も頻繁にやり取りされた。東京電
気をはじめとする GE の提携企業は、特許に関するグローバルなネットワークから適切な情報を
選び出し、割り当てられた排他的市場で特許化し、あるいは審判制度や裁判制度を利用して権利
を行使して事業を推進した。 
 このような知識の流れは特許管理部門によって担われた。東京電気特許課とスケネクタディ
の IGEC 特許部との間には密接なネットワークが形成され、1926 年中ごろには、直接的なやり取
りが行われるようになった。これまでの経営学は、組織を意思決定のメカニズムとして捉え、企
業間で知識を流通させ共有する組織については注意が払われてこなかった。企業はこのような
グローバルな知識共有のシステムの上に意思決定を行うのである。本研究の事例でいえば、特許
管理部門が、国境を越えた知識移転を管理する重要な役割を果たしたのである。 
 



（3）RCA の特許管理と研究開発 
1920年代から1940年代前半までのRCAにおける特許管理の展開を全社レベルの特許管理と部
門レベルの特許管理の相互関係に留意しながら明らかにし、特許管理が内部技術市場と外部技
術市場をどのように架橋したのかを検討した。この研究は RCA の個別事例分析であるが、同一企
業における異時点間分析という特徴を持つ。RCA は、1919 年にアメリカ政府の要請を受けて無線
通信企業として設立され、1920 年代には発明や特許のほとんどを外部市場から調達していた。
しかし、1930 年代に入ると RCA は内部の研究開発に巨額の資金を投入し、無線機器に関する発
明や特許を社内で生み出すようになる。このように RCA は事業構造をダイナミックに変化させ
ており、前後の特許管理を比較することで、特許管理が内部と外部の技術市場をどのように管理
していたのかについて、より明確に把握することができた。 
RCA は発足時より技術取引の専門家である弁理士を内部化していた。特許部は、I・J・アダム
スと H・G・グローバーの 2人の弁理士が担当していた。1920 年代の特許管理組織は、取締役会
に設置された特許政策委員会と特許部で構成されており、RCA、GE、ウェチングハウス社の 3社
の利益を確保するために、ライセンス供与の管理を行うことが主な機能であった。RCA は、保有
特許の 60％以上（外国の関連企業から得た特許を含めると 80％以上）を外部市場から購入して
おり、社内での研究開発はほとんど行われていなかった。特許部の役割は、内部でなされた発明
を出願処理するというよりも、外部市場にある発明や特許を評価し、それらの取得を勧告するこ
とであった。 
1930 年代に入ると、RCA は親会社である GEとウェスチングハウス社から独立して製造や研究
開発の内部化を進め、それに伴い特許管理も変化した。変化を象徴するのは、特許開発主事の新
設と O・S・シェーラーの就任である。シェーラーは、特許出願を監督するのではなく、研究開発
と特許管理を統合すること、つまり研究開発の成果を特許化し、それを内部市場と外部市場の双
方でライセンスしてロイヤリティを取得し、それを研究開発に還元することで技術発展を促進
させる仕組みを実現した。シェーラーが構築した特許管理体制のもとで、特許部は、研究開発の
成果を特許化する機能が強化され、出願業務の内部化も進展した。出願業務の内部化は、研究者
から特許部の担当者への情報の流れをスムーズにし、競争力のある特許明細書が作成できるよ
うになり、結果としてロイヤリティ収入の増加につながるものであった。 
また、専門家の内部化と研究開発の内部化の関係を見てみると、必ずしも両者が同時に起こる
とは限らないことが分かった。1920 年代の RCA では、研究開発がほとんど行われていなかった
が、技術取引の専門家は内部化されていた。この時期の特許管理の主な役割は、外部市場での技
術取引を管理することであった。企業内部における研究開発と外部の技術市場の存在は補完関
係にあったが、その場合でも専門家の内部化が前提となっていた。1930 年代になると、特許管
理は社内の研究開発を強力に推進するようになり、同時に内部で生み出された技術を外部市場
でライセンスし、産業全体の技術水準を向上させる役割を担った。 
 
 以上の事例分析を総合すると、特許管理は国境を超える技術移転のみならず、企業の境界をま
たぐ技術取引を制御・統制していることが明らかになった。また、特許管理部門は企業内外にお
ける技術と知識の流れを組織化し、研究開発を促進する役割を果たしていることも明らかとな
った。グローバル化と情報化が進展する社会にあって、企業は新規に財やサービスを創出しイノ
ベーションを主導することが求められている。企業は特許部門の役割を再定義し、技術や情報の
流れを組織化し研究開発を促進するという機能を経営の中心に位置づける必要があろう。 
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